
○認知症施策推進大綱においては、認知症グループホームは、地

域における認知症ケアの拠点として、その機能を地域に展開し、

共用型デイや認知症カフェ等の事業を積極的に行っていくこと

が期待されている。

○取組状況としては、73.8％の事業所が地域包括支援センターと

連携して認知症相談などに対応しているほか、様々な地域支援

活動にそれぞれ約１～２割の事業所が取り組んでいる。

○在宅生活継続のための相談・支援事業は14.1％、認知症の人の

家族等に対する支援事業は20.7％、認知症サポーター養成講座

は19.5％の事業所が取り組んでいる。

○また、在宅サービスについては、短期利用は15.5％、共用デイ

は8.7％の事業所が取り組んでいる。

○課題としては、約半数の事業所において、職員のスキルアップ

教育、人員の確保、超勤の発生などが挙げられており、GHの機

能をより地域に展開していくためには、地域と連携できる人材

の育成、確保、連携コストに対する手当が課題となっている。

認知症グループホームの地域支援の取組状況

出典：令和２年度厚生労働省老健事業「認知症高齢者グループホームにおける
介護サービス提供の実態に関する調査研究事業」（2021年3月／日本GH協）

地域支援の取組状況（複数回答 n=1,303） 地域支援の取組を実施する上での課題（複数回答 n=1,176）
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【出典】全国厚生労働関係部局長会議資料（令和3年1月／厚生労働省老健局）
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伴走型相談支援マニュアルの作成



（実践例）GHすずらんあかり（福島県須賀川市）

（機関誌「ゆったり」2022年1・2月号より一部抜粋） 4

○令和３年12月１日より事業開始

○事業の開始に当たっては、市の担当者とよく協議し、市の理解を得なが

ら進めることが重要であった。

○ホームページ掲載やチラシなどにより周知しているほか、地域のコミュ

ニティFMでも番組を持ち、認知症に関する様々な内容を伝えるとともに、

相談窓口としての周知も行っている。

○まだ、件数は少ないが、認知症の人・家族からの相談のほか、ケアマネー

ジャーや他機関からの相談も多かった。

○相談内容としては、認知症がある程度進行した段階でどう対応していいか

わからないといった相談が多かった。即効性のある対応方法を求められる

ことが多く、相談者も精神的余裕がない状態での相談が多かった。

○効果としては、認知症の専門職に相談できたことによる安心感により、相

談者が一人で背負っていたものを軽減できたと感じている。訪問相談を

継続することによって、本人との関係性の構築、家族の安心感の醸成に

つながったと感じており、アウトリーチ機能も大切であると感じた。

○今後の課題としては、相談窓口としての発信機能を高めること、地域の関

係機関との連携を深めること、アウトリーチ機能も含めた事業所内の認知

症相談支援体制の強化などが挙げられる。


